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事 業 報 告 

 

平成 29年度の「介護職員初任者研修講座」は、事業計画通り年 6回実施した。 

受講理由は家族の介護に役立てるため、今後の高齢化社会に貢献するため等

様々であったが、研修の終盤には資格取得後すぐに介護の現場で仕事をしてみ

たい、と希望する受講生が多数みられた。 

また、高齢者の事故や介護に関する報道を見聞きして、超高齢化社会におけ

る様々な問題に深い関心を持つ受講生が多かった。 

 修了評価試験の導入により座学の講義中も緊張感が漂い、各自が工夫してメ

モやノートを作成したり、グループワークの際も積極的に発言する様子がうか

がえ、活気に満ちた研修内容であった。 

講師を務めた当法人の職員は、研修カリキュラムを基に如何にして受講生に

解り易い講義・演習を実施できるかを課題としていたが、各自の創意工夫によ

り受講生からの評価も高く充実した研修であった。 

平成 29年度の研修において、当法人の教育方針である「介護職員初任者研修

事業を通じて、高齢者介護に対する知識、技術の向上を図り地域社会に貢献す

る」という目標は概ね達成された。 
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平成 29 年度 受講者地域・男女別一覧表 

 
〈人〉 

         通算 57 期 58 期 59 期 60 期 61 期 62 期 合計 

福生市 3 2 2 1(1)  1(1) 9(2) 

羽村市 4(1)   1 4(1)  9(2) 

青梅市 4(1)  1(1) 3(1) 1(1) 1 10(4) 

あきる野市 3(1) 1  3 1 1(1) 9(2) 

昭島市 3  2  2  7 

立川市 2 2(2)    2 6(2) 

瑞穂町 3  1(1)  1  5(1) 

武蔵村山市      1 1 

東大和市        

東村山市        

八王子市  2     2 

日の出町 1(1)  1(1)    2(2) 

府中市        

奥多摩町   1    1 

その他 1      1 

合  計 24 (4) 7 (2) 8 (3) 8 (2) 9(2) 6(2) 62 (15) 
 

   ※（  ）内の数字は男性の受講者数 
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教育課程の実施報告 

 

（募集手続き） 

募集手続きは次の通りとした。 

（１）当法人指定の申込用紙に必要事項を記入の上、期日までに申し込 

む。 

ただし、定員に達した時点で申込み受付は終了する。 

（２）当法人は書類審査の上、受講者の決定を行い受講決定通知書を受 

講者宛てに通知する。 

（３）受講決定通知書を受け取った受講者は、指定の期日までに受講料 

等を納入する。 

（４）当法人は、受講料等の納入を確認した後、教材を郵送する。 

（５）当法人は、受講申し込み時または受講日初日、公的証明書にて本 

人確 

認を実施する。 

 

（科目の免除） 

科目の免除についてはこれを認めない。 

 

（修了の認定） 

修了の認定は、第９条に定めるカリキュラムを全て履修し、次の修了評価 

を行った上、修了認定会議において基準に達したと認められた者に対して 

行う。 

（１）修了評価は、担当講師が科目ごとに行い、その評価をまとめて項 

目全体の評価を行う。 

（２）修了評価は、筆記試験により行う。ただし、介護に必要な基礎的 

知識の理解度及び生活支援技術の習得状況の評価については、併

せて実技試験も行う。 

（３）認定基準は、次の通り、理解度の高い順に A、B、C、D の４区分 

で評価した上で、C 以上の評価の受講者を評価基準を満たしたも

のとして認定する。 
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評価基準に達しない場合には、必要に応じて補講等を行い、基準 

に達するまで再評価を行う。 

認定基準（１００点を満点とする） 

A＝９０点以上、B＝８０～８９点、C＝７０～７９点、 

D＝７０点未満 

 

（公表する情報の項目） 

東京都介護職員初任者研修事業実施要綱８に規定する情報の公表に基づき、 

当法人ホームページ（URL：http：//www.fukuyokai.com）において開示 

する内容は、以下の通りとする。 

（１）研修機関情報 

   法人情報（法人格、法人名称、住所、電話番号、代表者名） 

   研修機関情報（事業所名称・住所、理念、学則、研修施設、設備、 

在籍講師数（専任・兼任別）） 

（２）研修事業情報 

研修の概要（対象、研修スケジュール（期間、日程、時間数）、定 

員、実習の有無、研修受講までの流れ（募集方法、申込方法等）、 

費用（受講料、テキスト代）、留意事項、研修担当責任者、研修の 

特色）研修カリキュラム（科目別シラバス（科目別学習計画）、担 

当講師一覧） 

実習（協力実習機関の名称・住所等、実習プログラム内容、プロ 

グラムの特色、協力実習機関における延べ実習人数） 

修了評価（修了評価の方法、評価者、再履修等の基準） 

実績情報（過去の研修実施回数（年度ごと）、研修修了者数（年度 

ごと）、 

過去の研修延べ参加人数、卒業後の相談・支援） 

連絡先等（申し込み・資料請求先、法人の苦情対応者名・役職・ 

連絡先、事業所の苦情対応者名・役職・連絡先） 

質を向上させるための取り組み（実習の質の向上のための取り組 

み、研修機関と実習機関との連携） 
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